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財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

1 重要な会計方針 

  重要な会計方針は、次のとおりである。 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 （時価のないもの）  

   総平均法による原価法を採用している。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    棚卸資産の評価基準は取得原価法であり、評価方法は最終仕入原価法で行っている。 

（３）固定資産の減価償却の方法 

    定額法による。 

（４）引当金の計上基準 

賞与引当金・・・・・ 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する金

額を計上している。 

退職給付引当金・・・ 職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当す

る金額から中小企業退職金共済給付額を控除した額を計上している。 

（5）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。 

 

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                                （単位：円） 

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

 定期・普通預金 
60,000,000 0 0 60,000,000 

小   計 60,000,000 0 0 60,000,000 

減価償却引当資産 5,993,928 327,044 0 6,320,972 

退職給付金引当資産 12,891,118 1,852,047 0 14,743,165 

小   計 18,885,046 2,179,091 0 21,064,137 

合   計 78,885,046 2,179,091 0 81,064,137 
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3 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

                                                                              （単位：円） 

科     目 当期末残高 
（うち指定正味財産 

からの充当額） 

（うち一般正味財産 

からの充当額） 

（うち負債に 

対応する額） 

基本財産 

定期・普通預金 

 

60,000,000 

 

(60,000,000) 

 

0 

 

0 

小   計 60,000,000 (60,000,000) 0 0 

特定資産 

退職給付金引当資産 
14,743,165 0 0 （14,743,165） 

減価償却引当資産 6,320,972 0 (6,320,972) 0 

小   計 21,064,137 0 （6,320,972) （14,743,165） 

合   計 81,064,137 ( 60,000,000) (6,320,972) （14,743,165） 

 

4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

車両運搬具 6,030,093 4,313,492 1,716,601 

器具備品 3,903,978 3,892,718 11,260 

合   計 9,934,071 8,206,210 1,727,861 

 

5 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、自家及び評価損益  

   該当なし 

 

6 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高   

（単位：円）  

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照

表上の記

載区分 

市交付金 那 須 塩 原 市 0 42,109,000 42,109,000 0 － 

農協助成金 那須野農業協同組合 0 2,200,000 2,200,000 0 － 

チャレンジファーマ

ー事業交付金 
那 須 塩 原 市 0 3,247,000 3,247,000 0 － 

合    計 0 47,556,000 47,556,000 0  

 


